
高知県農業次世代人材投資事業費補助金交付要綱一部改正新旧対照表（下線部分は改正部分） 

改正後 

高 知 県 農 業 次 世 代 人 材 投 資 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

 

  -略- 

 

（補助目的） 

第２条 県は、次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前

の研修段階及び経営開始直後に新規就農促進研修支援資金及び農業次世

代人材投資資金（以下「資金」という。）を交付することにより、青年就

農者の確保及び育成を図るため、新規就農者確保緊急対策実施要綱（令和

３年12月20日付け３経営第1996号農林水産事務次官依命通知。以下「緊急

対策実施要綱」という）及び農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成

24年４月６日付け23経営3543号農林水産事務次官依命通知。以下「人材力

強化実施要綱」という。）に基づき一般社団法人高知県農業会議又は市町

村（以下「補助事業者」という。）が実施する当該資金に係る事業（以下

「補助事業」という。）に要する経費に対して予算の範囲内で補助金を交

付する。 

 

-略- 

 

（事業計画の作成） 

第５条 補助事業者は、次条の補助金交付申請書を提出しようとするとき

現行 

高 知 県 農 業 次 世 代 人 材 投 資 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

 

-略- 

 

（補助目的） 

第２条 県は、次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前

の研修段階及び経営開始直後に農業次世代人材投資資金（以下「資金」と

いう。）を交付することにより、青年就農者の確保及び育成を図るため、

農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成24年４月６日付け23経営354

3号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づき一

般社団法人高知県農業会議又は市町村（以下「補助事業者」という。）が

実施する当該資金に係る事業（以下「補助事業」という。）に要する経費

に対して予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

 

 

 

-略- 

 

（事業計画の作成） 

第５条 補助事業者は、次条の補助金交付申請書を提出しようとするとき



は、緊急対策実施要綱別記１別紙様式第22号による新規就農促進研修支援

事業計画又は人材力強化実施要綱別記１別紙様式第25号による市町村農

業次世代人材投資事業計画を作成し、知事の承認を受けなければならな

い。 

２ 補助事業者は、既に承認を受けた新規就農促進研修支援事業計画又は市

町村農業次世代人材投資事業計画について、次に掲げる重要な項目につき

変更（同項各号に該当しない軽微な変更を除く。）を行うときは、知事の

承認を受けなければならない。 

 （１）新規就農者数に関する目標 

 （２）資金の交付計画における資金総額の増額又は30パーセントを超える

減額 

 （３）経営発展支援金の交付計画における支援金総額の増又は30パーセン

トを超える減額 

 （４）新規就農促進研修支援事業の交付主体 

 （５）推進事業費の増加 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助事業者は、前条第１項の新規就農促進研修支援事業計画又は準

備型交付計画に従って補助事業を実施しようとするときは、別記第１号様

式による補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。 

 

-略- 

 

は、実施要綱別記１別紙様式第26号による準備型交付計画又は実施要綱別

記１別紙様式第25号による市町村農業次世代人材投資事業計画を作成し、

知事の承認を受けなければならない。 

 

２ 補助事業者は、既に承認を受けた準備型交付計画又は市町村農業次世代

人材投資事業計画について、次に掲げる重要な項目につき変更（同項各号

に該当しない軽微な変更を除く。）を行うときは、知事の承認を受けなけ

ればならない。 

 （１）新規就農者数に関する目標 

 （２）資金の交付計画における資金総額の増額又は30パーセントを超える

減額 

 （３）経営発展支援金の交付計画における支援金総額の増又は30パーセン

トを超える減額 

 （４）準備型の交付主体 

 （５）推進事業費の増加 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助事業者は、前条第１項の準備型交付計画又は市町村農業次世代

人材投資事業計画に従って補助事業を実施しようとするときは、別記第１

号様式による補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。 

 

 -略- 

 



（実績報告） 

第10条 補助事業者は、事業が完了した場合は、完了した日の翌日から起算

して30日を経過した日又は補助事業の実施年度の３月31日のいずれか早

い日までに、別記第４号様式による補助金実績報告書を提出しなければな

らない。 

 

 

-略- 

 

（交付対象者の情報の共有） 

第13条 -略- 

５ 県及び補助事業者は、本事業の実施に際して得る個人情報については、

事業採択時の人材力強化実施要綱の「農業次世代人材投資事業に係る個人情報の

取り扱いについて」により適切に取り扱うものとする。 

 

-略- 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月14日から施行し、令和４年４月１日から適用

する。 

 

 

 

（実績報告） 

第10条 補助事業者は、事業が完了した場合は、完了した日の翌日から起算

して30日を経過した日又は補助事業の実施年度の３月31日のいずれか早

い日までに、別記第４号様式による補助金実績報告書を提出し、準備型交

付実績報告又は市町村農業次世代人材投資事業実績報告の承認を受けな

ければならない。 

 

-略- 

 

（交付対象者の情報の共有） 

第13条 -略- 

５ 県及び補助事業者は、本事業の実施に際して得る個人情報については、

実施要綱別紙様式第19号により適切に取り扱うものとする。 

 

 

-略- 

 

 

新設 

 

 

 

 



事業内容 補助事業者 補助率

１ 農業次世代人材投資資金

削除

経営開始直後の新規就農者に対して補助事
業者が行う資金の交付に要する経費を補助す
る。

２ 推進事業
補助事業を推進するため 補助事業者が行う、
次に掲げる事務及び活動に要する経費につい
て補助する。
補助対象経費は、別表第２のとおりとす
る。
（１）補助事業の実施に関する事務

削除
（２）補助事業の交付対象者の指導活動

３ 経営発展支援金事業
経営開始型の交付対象者のさらなる経営発

展を支援するために補助事業者が行う支援金の
交付に要する経費を補助する。

４ 新規就農促進研修支援事業
就農に向けて 補助事業者が就農に有効であ、

ると認める研修を実施する農業大学校等の農業
経営者育成教育機関 先進農家 先進農業法人等、 、
（以下 研修機関等 という において研修を「 」 。）
受ける者に対して補助事業者が行う資金の交付
に要する経費を補助する。

市町村
削除

一般社団法人高知
県農業会議及び
市町村

市町村

一般社団法人高知
県農業会議又は市町
村

定額

定額

定額

定額

事業内容 補助事業者 補助率

１ 農業次世代人材投資資金
（１）準備型
就農に向けて、補助事業者が就農に有効である
と認める研修を実施する農業大学校等の農業経営
者育成教育機関、先進農家、先進農業法人等（以
下「研修機関等」という。）において研修を受け
る者に対して補助事業者が行う資金の交付に要す
る経費を補助する。

（２）経営開始型
経営開始直後の新規就農者に対して補助事業者
が行う資金の交付に要する経費を補助する。

２ 推進事業
補助事業を推進するため、補助事業者が行う次
に掲げる事務及び活動に要する経費について補助
する。
補助対象経費は、別表第２のとおりとす
る。
（１）補助事業の実施に関する事務
（２）補助事業の普及活動
（３）補助事業の交付対象者の指導活動

３ 経営発展支援金事業
経営開始型の交付対象者のさらなる経営発展を

支援するために補助事業者が行う支援金の交付に要
する経費を補助する。

新設

一般社団法人高知
県農業会議又は市町
村
ただし、令和３年度
からの新規対象者に
対する交付は、実施

(12)要綱第７の１の
に定めるサポート体
制を構築しているも
のに限り対象とす
る。

市町村
ただし、令和３年度
からの新規対象者に
対する交付は、実施

(12)要綱第７の２の
に定めるサポート体
制を構築している市
町村に限り対象とす
る。

一般社団法人高知県
農業会議及び

市町村

市町村

定額

定額

定額

定額

別表第１（第３関係）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第３関係）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



区 分

補助事業に要す

る経費 又は要し（

た経費）

負担区分

備考
県補助金 市町村費 その他

１ 農業次世代人材

投資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支援金

４ 新規就農促進

研修支援資金

円 円 円 円

合 計

区 分

補助事業に要す

る経費 又は要し（

た経費）

負担区分

備考
県補助金 市町村費 その他

１ 農業次世代人材

投資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支援金

新設

円 円 円 円

合 計

別表第２（第３関係）  -略- 

 

別表第３（第４関係）  -略- 

 

 

 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

-略- 

３ 経費の区分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-略- 

 

 

別表第２（第３関係）  -略- 

 

別表第３（第４関係）  -略- 

 

 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

-略- 

３ 経費の区分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-略- 

 



区 分
本年度予算額

（本年度精算額）

前年度予算額

（本年度予算額）

比較増減
備 考

増 減

１農業次世代人材投

資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支援金

４ 新規就農促進

研修支援資金

円 円 円 円

計

区 分
本年度予算額

（本年度精算額）

前年度予算額

（本年度予算額）

比較増減
備 考

増 減

１農業次世代人材投

資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支援金

新設

円 円 円 円

計

５ 収支予算（精算） 

 -略- 

(2) 収入の部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 -略- 

第４号様式（第10条関係） 

３ 添付書類 

・農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成 24年４月６日付け 23経 

営 3543号農林水産事務次官依命通知）の別紙様式第 25号の市町村農 

業次世代人材投資事業実績報告又は新規就農者確保緊急対策実施要綱 

（令和３年 12月 20日付け３経営第 1996号農林水産事務次官依命通 

知）の別紙様式第 22号の新規就農促進研修事業交付実績報告 

５ 収支予算（精算） 

 -略- 

(2) 収入の部   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 -略- 

第４号様式（第 10条関係） 

３ 添付書類 

・農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成 24年４月６日付け 23経 

営 3543号農林水産事務次官依命通知）の別紙様式第 25号の経営開始 

型交付実績又は別紙様式第 26号の準備型実績 

 

 



区分

補助事

業に要

する経

費

県補助事

業

（Ａ）

既受領額

（Ｂ）

今回請求額

（Ｃ）

残額

(A)－(B＋C)

事業完

了予定

年月日

備考

金額 出来高 金額 ○月○

日まで

予定出

来高

金額 ○月○

日まで

予定出

来高

１ 農業次世代

人材投資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支

援金

４ 新規就農促

進研修支援事

業

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

計

区分

補助事

業に要

する経

費

県補助事

業

（Ａ）

既受領額

（Ｂ）

今回請求額

（Ｃ）

残額

(A)－(B＋C)

事業完

了予定

年月日

備考

金額 出来高 金額 ○月○

日まで

予定出

来高

金額 ○月○

日まで

予定出

来高

１ 農業次世代

人材投資資金

２ 推進事務費

３ 経営発展支

援金

新設

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

計

第５号様式（第 11条関係） 

 

 -略- 

 

 

 

第５号様式（第 11条関係） 

 

 -略- 

 

 


